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020105　私学教育の振興
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私立学校運営費補助

１　事業概要

　私立学校の教育条件の維持向上及び私立学校の経営の

健全性の維持向上を図るため、私立学校の経常的経費に

対して補助を行う。

　私立学校運営費補助　36,851,560千円

２　事業主体及び負担区分

　事業主体　学校法人等

　負担区分　(国：定額、県：定額)

　　　　　　学校法人等：補助を除く全額

３　地方財政措置の状況

普通交付税（単位費用）（区分）教育費（款）その他の

教育費（細目）私立学校助成費（細節）私立学校助成費

（積算内容）高校259,900円　中学校259,400円　小学校

259,400円　幼稚園150,900円

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×2.9人＝27,550千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　各学校の経常的経費（人件費、教育研究費、管理経費等）に対し、予算の範囲内で補助を行う。

　　 ア　高等学校　　　　　　　　　　　　　　　　 14,154,694千円
　　　　 ・(人件費＋教育研究経費＋管理経費＋設備関係) × 補助率３４.３％（現行の補助率を維持）
　　　　 ・補助単価　281,052円（前年比 3,888円増）
         ・消費税増税の影響による増額
　　 イ　幼稚園　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,435,080千円
　　     ・補助単価　176,600円（前年比 1,885円増）
　　　　 ・標準費の過年度の増加額を踏まえて補助単価を設定
　　 ウ　その他(小・中・特別支援・専修･各種学校) 　3,261,140千円

　　 エ　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　646千円
　　　　 ・私立学校助成審議会経費等

　　　　学校法人等に対する補助に加えて、法人運営、学校運営について検査を継続的に実施することにより、
（２）事業計画

　　　教育条件の維持向上及び私立学校の経営の健全性の維持向上を図る。

（３）事業効果
　　　　教員１人当たり生徒数（高等学校）平成14年度：20.6人→　平成19年度：18.8人→　平成24年度：19.4人
　　　　教員１人当たり園児数（幼稚園）　平成14年度：17.7人→　平成19年度：14.6人→　平成24年度：13.6人
　　　　消費支出比率（高等学校）　　　　平成14年度：95.3% →　平成19年度：101.2%→　平成24年度：95.8%
　　　　消費支出比率（幼稚園）　　　　　平成14年度：85.2% →　平成19年度： 88.6%→　平成23年度：92.4%

(単位：千円)

分野施策


